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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第95期
第３四半期
連結累計期間

第96期
第３四半期
連結累計期間

第95期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (千円) 23,704,424 22,198,350 33,466,192

経常利益 (千円) 606,890 570,433 947,117

四半期(当期)純利益 (千円) 305,301 347,949 270,634

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △30,758 215,936 153,557

純資産額 (千円) 15,101,116 15,269,252 15,285,438

総資産額 (千円) 27,529,877 27,346,545 27,708,395

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 9.22 10.51 8.18

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 54.9 55.8 55.2

　

回次
第95期
第３四半期
連結会計期間

第96期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年10月１日
至  平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 6.27 3.46

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。

また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災からの復興需要等による回復の動き

がみられたものの、欧州政府債務危機の長期化や中国をはじめとする新興国経済の減速等の影響もあり、

先行き不透明な状況が続いております。

当社グループを取り巻く物流業界におきましては、国内貨物輸送量が生産の回復や前年度における大

幅減の反動等から増加が見込まれているものの、依然として低い水準にあり、厳しい状況が続いておりま

す。

このような状況のもと、当社グループは、顧客から信頼され選択される物流パートナーとして、安全で

高品質な輸送の提供に努めるなか、鉄道輸送および自動車輸送をもつ企業グループの強みをさらに生か

すべく、営業部門の組織改定を実施するなど、輸送数量の確保を図ってまいりました。また、新しい輸送容

器の開発に加え、太陽光発電事業等の新規事業の開発にも積極的に取り組んでまいりました。なお、震災

影響により中止していた仙台地区からの鉄道タンク車輸送は、平成24年９月より再開いたしました。

この結果、当第３四半期連結累計期間におきましては、売上高は22,198百万円（前年同期比6.4％減）、

営業利益は339百万円（同13.1％減）、経常利益は570百万円（同6.0％減）となりましたが、税効果会計

の影響による法人税等の減少もあり、四半期純利益は347百万円（同14.0％増）となりました。

セグメント別の概況は、次のとおりであります。

　

石油輸送事業

石油輸送事業につきましては、寒波の影響により暖房用燃料油の需要が増加したものの、低燃費車

の普及等による石油製品需要の減退に加え、製油所・油槽所の閉鎖の影響を大きく受けたため、輸送

数量は減少いたしました。

この結果、当事業における売上高は11,722百万円（前年同期比10.7％減）となりました。
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高圧ガス輸送事業

高圧ガス輸送事業につきましては、冷暖房需要の増加による都市ガス原料用の輸送や新規輸送の

開始による増送があったものの、自家発電需要の減少や工場の稼働率低下など、産業用における需要

減少の影響を受け、ＬＮＧ（液化天然ガス）の輸送数量は減少いたしました。

この結果、当事業における売上高は5,233百万円（前年同期比5.1％減）となりました。

　

化成品・コンテナ輸送事業

化成品輸送事業につきましては、景気低迷による化成品需要の減少を受け、自動車輸送における輸

送数量が減少したものの、積極的な営業活動による新規顧客の獲得により、輸送容器のリースは増加

いたしました。

コンテナ輸送事業につきましては、生産活動の回復による機械工業品や出荷が堅調であった野菜

類が増加したものの、台風・大雪等の自然災害や北海道地区の脱線事故等による貨物列車の運休の

影響を大きく受け、輸送需要は減少いたしました。

この結果、当事業における売上高は5,242百万円（前年同期比3.6％増）となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は27,346百万円となり、前連結会計年度末に比べ361百万円減少

いたしました。

流動資産は4,711百万円で、前連結会計年度末に比べ707百万円減少しておりますが、これは現金及び預

金の減少と、季節変動による受取手形及び売掛金の減少によるものであります。固定資産は22,634百万円

となり、前連結会計年度末に比べ345百万円増加しております。これは投資有価証券の時価変動による減

少はあるものの、設備投資による有形固定資産の増加によるものであります。

負債は12,077百万円で、前連結会計年度末に比べ345百万円減少しております。これは季節変動による

支払手形及び買掛金や厚生年金基金脱退損失引当金の減少によるものであります。純資産は15,269百万

円となり、前連結会計年度末に比べ16百万円減少いたしました。これは四半期純利益の計上はしたものの

配当金の支払、その他の包括利益累計額の減少による影響であります。この結果、自己資本比率は、前連結

会計年度末に比べ0.6％増加し、55.8％となりました。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成24年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成25年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 33,229,350 33,229,350
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式は1,000株で
あります。

計 33,229,350 33,229,350― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年12月31日 ― 33,229,350 ― 1,661,467 ― 290,602

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿により記

載しております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）
普通株式　　　　100,000
（相互保有株式）
普通株式　　　　109,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式
　　　　　　 32,804,000

32,804 ―

単元未満株式
普通株式
　　　　　　 　 216,350

― ―

発行済株式総数              33,229,350 ― ―

総株主の議決権 ― 32,804 ―

(注) １　証券保管振替機構名義の株式4,100株は「完全議決権株式（その他）」に4,000株（議決権４個）および「単

元未満株式」に100株含めて記載しております。

２　「単元未満株式」には当社保有の自己株式63株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成24年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
日本石油輸送株式会社

東京都品川区大崎
１－11－１

100,000― 100,000 0.30

（相互保有株式）
日本オイルターミナル
株式会社

東京都千代田区有楽町
１－10－１

109,000― 109,000 0.33

計 ― 209,000― 209,000 0.63

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成24年10月１日

から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年12月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

　

EDINET提出書類

日本石油輸送株式会社(E04327)

四半期報告書

 8/24



１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 892,173 368,560

受取手形及び売掛金 3,843,757 3,593,159

その他 683,565 750,117

流動資産合計 5,419,495 4,711,837

固定資産

有形固定資産

機械装置及び運搬具（純額） 4,620,699 4,811,679

コンテナ（純額） 2,482,078 2,437,025

土地 5,261,623 5,111,957

リース資産（純額） 3,817,163 3,841,248

その他（純額） 1,294,683 1,759,191

有形固定資産合計 17,476,248 17,961,102

無形固定資産

のれん 11,792 －

無形固定資産合計 11,792 －

投資その他の資産

投資有価証券 3,861,715 3,729,904

その他 939,141 943,700

投資その他の資産合計 4,800,857 4,673,605

固定資産合計 22,288,899 22,634,708

資産合計 27,708,395 27,346,545

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,132,463 1,892,031

短期借入金 ※
 527,499

※
 882,650

未払法人税等 278,652 177,420

賞与引当金 555,500 271,600

役員賞与引当金 90,800 72,690

厚生年金基金脱退損失引当金 260,000 －

その他 2,776,588 2,997,521

流動負債合計 6,621,504 6,293,914

固定負債

リース債務 2,605,329 2,612,616

退職給付引当金 2,460,502 2,562,134

修繕引当金 260,497 225,288

資産除去債務 24,373 －

その他 450,748 383,340

固定負債合計 5,801,451 5,783,379

負債合計 12,422,956 12,077,293
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,661,467 1,661,467

資本剰余金 290,602 290,602

利益剰余金 12,684,872 12,800,913

自己株式 △30,840 △31,056

株主資本合計 14,606,101 14,721,927

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 679,336 547,324

その他の包括利益累計額合計 679,336 547,324

純資産合計 15,285,438 15,269,252

負債純資産合計 27,708,395 27,346,545
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

売上高 23,704,424 22,198,350

売上原価 21,849,087 20,377,792

売上総利益 1,855,336 1,820,557

販売費及び一般管理費 1,464,147 1,480,569

営業利益 391,188 339,988

営業外収益

受取利息 170 158

受取配当金 85,498 96,957

固定資産賃貸料 180,936 170,619

持分法による投資利益 18,923 41,529

雑収入 121,103 99,970

営業外収益合計 406,631 409,235

営業外費用

支払利息 91,002 72,490

固定資産除売却損 ※1
 23,163

※1
 28,526

固定資産賃貸費用 67,909 67,094

雑損失 8,853 10,679

営業外費用合計 190,929 178,791

経常利益 606,890 570,433

特別利益

国庫補助金 3,000 9,000

固定資産売却益 － ※2
 103,191

補助金収入 20,100 39,809

会員権売却益 － 17,552

受取保険金 70,000 －

災害損失引当金戻入額 61,045 －

その他 2,383 －

特別利益合計 156,528 169,553

特別損失

固定資産圧縮損 ※3
 2,635

※3
 8,671

減損損失 － ※4
 50,267

その他の投資評価損 3,530 19,940

事務所移転費用 15,568 －

その他 － 12,671

特別損失合計 21,733 91,550

税金等調整前四半期純利益 741,685 648,436

法人税等 436,384 300,487

少数株主損益調整前四半期純利益 305,301 347,949

少数株主利益 － －

四半期純利益 305,301 347,949
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 305,301 347,949

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △333,249 △131,873

持分法適用会社に対する持分相当額 △2,810 △138

その他の包括利益合計 △336,059 △132,012

四半期包括利益 △30,758 215,936

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △30,758 215,936

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日  至　平成24年12月31日)

(1) 連結の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

 
(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

 

　

【会計方針の変更等】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

(会計方針の変更)

該当事項はありません。

 
(会計上の見積りの変更)

該当事項はありません。

 

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間

(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

税金費用の計算

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積もり、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※　　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約及び貸出コミットメ

ント契約を締結しております。当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のと

おりであります。
　

　
前連結会計年度 
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日)

当座貸越極度額及び貸出コミットメ
ントの総額

5,400,000千円 5,400,000千円

借入実行残高 180,000千円 550,000千円

差引額 5,220,000千円 4,850,000千円
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(四半期連結損益計算書関係)

※１ タンク車、コンテナ等の除売却損であります。

　

※２ 固定資産売却益の内訳は次の通りであります。

　 前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間 

　 (自　平成23年４月１日 (自　平成24年４月１日

　 至　平成23年12月31日) 至　平成24年12月31日)

土地 ― 千円 103,191千円

　

※３ 固定資産圧縮損は、国庫補助金の受入により取得価額から直接控除した額であります。

　 前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間 

　 (自　平成23年４月１日 (自　平成24年４月１日

　 至　平成23年12月31日) 至　平成24年12月31日)

機械装置及び運搬具 2,635千円 8,671千円

　

※４　当第３四半期連結累計期間 (自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

当社グループは、以下の資産について減損損失を計上しました。

用途 種類 場所 金額(千円)

遊休 建物及び構築物 北海道室蘭市 1,231

遊休 建物及び構築物 北海道伊達市 689

遊休 土地 北海道伊達市 44,076

遊休 土地 北海道室蘭市 2,706

遊休 土地 北海道美唄市 977

遊休 土地 静岡県裾野市 586

      (減損損失を認識するに至った経緯)

事業所の休止により遊休状態となった資産や既に遊休状態にある資産について、回収可能価額が帳

簿価額を下回ったため、減損を認識いたしました。

      (資産のグルーピングの方法)

当社グループでは、事業用資産については、管理会計上の区分により、資産グルーピングを行ってお

ります。日本石油輸送株式会社では、一体として機能していると判断できる石油部門、ＬＮＧ部門、化成

品部門及びコンテナ部門をそれぞれ資産グループとしております。連結子会社では、主として支店を資

産グループの単位としております。また、賃貸用不動産及び遊休不動産については、各物件を資産グ

ループとしております。

      (回収可能価額の算定方法等)

回収可能価額については、正味売却価額により測定しております。土地については不動産鑑定評価基

準に基づく鑑定評価額等により算出しております。なお、重要性が乏しいものについては、固定資産税

評価額に合理的な調整を行って算出した金額を使用しております。また、その他の資産については譲渡

可能見込額により算出しております。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びの

れんの償却額は、次のとおりであります。

　 前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間 

　 (自　平成23年４月１日 (自　平成24年４月１日

　 至　平成23年12月31日) 至　平成24年12月31日)

減価償却費 2,631,831千円 2,430,237千円

のれんの償却額 21,227千円 11,792千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 198,787 6.00平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

平成23年11月10日

取締役会
普通株式 99,390 3.00平成23年９月30日 平成23年12月９日 利益剰余金

　

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。

　

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 132,520 4.00平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

平成24年11月９日

取締役会
普通株式 99,387 3.00平成24年９月30日 平成24年12月７日 利益剰余金

　

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　
                      (単

位：千円)

　

報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額石油輸送 高圧ガス輸送

化成品・
コンテナ輸送

計

売上高 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 13,125,1835,516,7465,062,49323,704,424 ― 23,704,424

セグメント間の内部
売上高又は振替高

225,619 3,237 7,888 236,745△236,745 ―

計 13,350,8035,519,9845,070,38123,941,169△236,74523,704,424

セグメント利益又はセ
グメント損失（△）

350,073△72,220 113,335391,188 ─ 391,188

(注) セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

　

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　
                      (単

位：千円)

　

報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額石油輸送 高圧ガス輸送

化成品・
コンテナ輸送

計

売上高 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 11,722,1805,233,1715,242,99822,198,350 ― 22,198,350

セグメント間の内部
売上高又は振替高

328,739 ― 3,888 332,628△332,628 ―

計 12,050,9205,233,1715,246,88722,530,978△332,62822,198,350

セグメント利益又はセ
グメント損失（△）

76,514△124,619388,093339,988 ─ 339,988

(注) セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

各報告セグメントに配分していない全社資産において、遊休資産の帳簿価額を回収可能価額まで減

額したことにより、50,267千円の減損損失を計上しています。
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(金融商品関係)

　 四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

　

　

(有価証券関係)

　 四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

　

　

(デリバティブ取引関係)

　 当社グループはデリバティブ取引を行なっていないため、該当事項はありません。

　

　

　

(企業結合等関係)

　 該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

１株当たり四半期純利益 9円22銭 10円51銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益 305,301千円 347,949千円

普通株主に帰属しない金額 該当事項はありません。 該当事項はありません。

普通株式に係る四半期純利益 305,301千円 347,949千円

普通株式の期中平均株式数 33,102,152株 33,101,076株

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

第96期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）中間配当について、平成24年11月９日開催の取

締役会において、平成24年９月30日の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを

決議いたしました。

①配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　99,387千円

②１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３円

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　平成24年12月７日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年２月８日

日本石油輸送株式会社

取締役会  御中

　

有限責任　あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　 公認会計士　　星　　長　　徹　　也　　㊞

　
　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　 公認会計士　　金　　子　　能　　周　　㊞

　
　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　 公認会計士　　宮　　下　　卓　　士　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本
石油輸送株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間
(平成24年10月１日から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24
年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半
期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本石油輸送株式会社及び連結子会社の平成
24年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示し
ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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